
世田谷区移動等円滑化促進方針策定協議会設置要綱 

 

 

 

（設置） 

第１条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）第 

24 条の２の規定に基づき、移動等円滑化促進方針を策定するため、同法第 24 条の４に

規定する協議会として世田谷区移動等円滑化促進方針策定協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

（１） 移動等円滑化促進方針の策定に関すること。 

（２） 移動等円滑化促進地区の選定に関すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、バリアフリーの推進のため区長が必要であると認めた事

項に関すること。 

 

（委員の構成） 

第３条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから区長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 高齢者、障害者団体等を代表する者 

（３） 関係行政機関 

（４） 施設設置管理者 

（５） 公安委員会 

（６） 区職員 

（７） 前各号に掲げる者のほか、区長が必要であると認めた者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、令和３年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は、第３条第１項第１号に規定する学識経験者のうちから、これを選出する。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 
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（会議） 

第６条 会議は、会長が必要に応じて招集する。ただし、会長が選出される前に招集する会議は、区

長が招集する。 

２ 議長は、会長がこれを務める。 

 

（意見聴取等） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を聴くことが

できる。 

 

（協議結果の報告） 

第８条 会長は、会議の結果を区長に報告するものとする。 

 

（事務局） 

第９条 協議会の事務を処理するため、事務局を世田谷区都市整備政策部都市デザイン課に置く。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関する事項その他必要な事項は、会長が定

める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和 ３ 年 ３月 １日から施行する。 



世田谷区移動等円滑化促進方針策定協議会　委員名簿

所属（職）

1 日本大学理工学部まちづくり工学科　教授

2 東京都市大学建築都市デザイン学部都市工学科　准教授

3 世田谷区視力障害者福祉協会　理事長

4 世田谷区聴覚障害者協会　理事

5 世田谷区肢体不自由児者父母の会　会長

6 世田谷区高齢者クラブ連合会　副会長

7 せたがや子育てネット　専務理事

8 東京都障害者スポーツ指導員（陸上競技）

9 世田谷区商店街連合会　常務理事

10 国 国土交通省関東運輸局交通政策部　バリアフリー推進課長

11 東京都 東京都都市整備局　都市基盤部　交通政策担当課長

12 国道 関東地方整備局東京国道事務所　交通対策課長

13 都道 東京都第二建設事務所　管理課長

14 京王電鉄株式会社鉄道事業本部計画管理部　計画担当課長

15 小田急電鉄株式会社　交通企画部　課長

16 東急電鉄株式会社　経営戦略部　総括課課長

17 バス 一般社団法人東京バス協会　乗合業務部長

18 公益財団法人東京タクシーセンター　指導部次長

19 一般社団法人東京ハイヤー・タクシー協会　業務部長

20 一般社団法人東京都個人タクシー協会　管理部部長

21 警視庁北沢警察署　交通課長

22 警視庁成城警察署　交通課長

23 警視庁世田谷警察署　交通課長

24 警視庁玉川警察署　交通課長

25 技監

26 総合支所　地域振興課長　代表

27 総合支所　街づくり課長　代表

28 政策経営部　政策企画課長

29 施設営繕担当部　公共施設マネジメント課

30 スポーツ推進部　スポーツ推進課長

31 高齢福祉部　高齢福祉課長

32 障害福祉部長

33 障害福祉部　障害施策推進課長

34 子ども・若者部　子ども家庭課長

35 都市整備政策部長

36 都市整備政策部　都市計画課長

37 都市整備政策部　都市デザイン課長

38 みどり３３推進担当部　みどり政策課長

39 道路・交通計画部　道路計画課長

40 道路・交通計画部　交通政策課長

41 土木部　土木計画調整課長

42 教育政策部　教育指導課長
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移動等円滑化促進方針とは 

１.１  バリアフリー法に関する社会的背景と経緯 

●ハートビル法と交通バリアフリー法 

今日の我が国では、本格的な高齢社会の到来や、ノーマライゼーションの理念の浸

透、ユニバーサルデザインの考え方の導入により、あらゆる人の利用を念頭に置いた

環境づくりが求められています。 

平成６年には、不特定多数の人たちや、主に高齢者、身体障害者等が利用する建築

物のバリアフリー化を進めるため、「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建

築物の建築の促進に関する法律」（以下「ハートビル法」という）が制定されました。 

さらに、平成 12年には、公共交通機関と駅などの旅客施設周辺を中心とした地区の
バリアフリー化を目標として「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の

円滑化の促進に関する法律」（以下「交通バリアフリー法」という）が制定されました。 

世田谷区では、交通バリアフリー法に基づき、平成18年 3月に、三軒茶屋駅周辺地

区を対象としたバリアフリー基本構想を策定しています。 

●バリアフリー法 

平成 18年には、より一体的・連続的な移動空間を形成するための総合的なバリアフ
リー施策の推進を目的として、ハートビル法と交通バリアフリー法を統合し、新たに「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリアフリー法」とい

う）が制定されました。 
●改正バリアフリー法 

障害者差別解消法（次頁参照）などを受け、共生社会を実現し、社会的障壁を除去

する法の理念を明確に示すとともに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会の開催を契機としたさらなる取組の推進を図るため、バリアフリー法が改正され

ました（平成 30年 11月一部施行・平成 31年４月全部施行）。さらに、施設管理者に
よるソフト面の対策強化や心のバリアフリーのさらなる取組の推進を図るための法改

正が行われています（令和２年６月一部施行、令和３年４月全部施行）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 バリアフリー法の経緯 
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●障害者差別解消法 

平成 26 年に批准した国連の「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」
の締結に向けた国内法制度の整備の一環として「障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律（障害者差別解消法）」が平成 25年に制定され、障害は「社会
的差別や抑圧、不平等」によってもたらされるものであり、「社会や周囲の環境の

問題」であるという「障害の社会モデル」の考え方に基づき、差別の禁止と合理

的配慮などが位置づけられました。 
 

「障害の社会モデル」とは 

「障害＝バリア」は、社会（モノ、環境、人的環境等）と、心身機能の障

害があいまってつくりだされているものであることを、『障害の社会モデル』

といいます。 

「障害の社会モデル」に対して、障害は個人の心身機能の障害によるもの

であるという考えを「個人モデル（医学モデル）」といいます。 

この「障害」を取り除き、また取り除くための手助けをして、差別を行わ

ず、多様な人々とのコミュニケーションをする力を磨き、行動をすることが

「心のバリアフリー」の目指す共生社会に求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会モデル 個人モデル 

障害は「社会や周囲の環境の

問題」として捉え、 
変わるべきは社会の側という

考え方 

障害は「個人の側の機能障害

の問題」として捉え、障害者

個人が社会にあわせるとい

う考え方 
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１.２  改正バリアフリー法の概要 

 目的と枠組み 

高齢者、障害者等※１の移動や施設利用の利便性、安全性向上を促進するため

に、公共交通機関、建築物、公共施設等のバリアフリー化の促進を目的として

います。 

区市町村は、国が定める「移動等円滑化の促進に関する基本方針（以下、基

本方針という）」に基づき、マスタープラン及び基本構想を策定するよう努め

ることとされています。 

この法律では、旅客施設を中心とした地区や、高齢者・障害者等が利用する

施設が集まった地区について、公共交通機関、建築物、道路、路外駐車場、都

市公園、信号機等の「面的・一体的なバリアフリー化」を推進することとして

おり、段階的にバリアフリー化を推進するため、以下の２つの制度を規定して

います。 

① 移動等円滑化促進方針（以下、「マスタープラン」という） 
② 移動等円滑化基本構想（以下、「基本構想」という） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 2 マスタープラン・基本構想のイメージ 
※１ 高齢者、障害者等：高齢者、全ての障害者、妊産婦、けが人等、日常生活又は社会生活に

身体の機能上の制限を受ける者  

国土交通省資料を基に作成 

●マスタープラン制度 
バリアフリー化促進のため、将来的に面的・一体的なバリアフリー化を図る

必要が高い地区について移動等円滑化促進地区（以下、促進地区という）を指
定し、促進方針を定めます。また、行政区域全域にわたる方針も定めることも
できます。 

●基本構想制度 
面的・一体的なバリアフリー化を図る必要があり、事業化の見込みがある

地区を重点整備地区に指定し、必要な事業を位置づけ、各事業者によるバリ
アフリー化を推進します。 

事業化の見込みが立った段階で 
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 移動等円滑化促進地区の選定要件 

移動等円滑化促進地区の選定要件として、バリアフリー法第２条第 20 号の 2 
において、以下の①～③のように定められています。 

 
① 生活関連施設があり、かつ、それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区

（配置要件） 

基本方針では、原則として生活関連施設が概ね３以上あることとしています。

また、それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区とは、生活関連施設が徒歩

圏内に集積している地区としています。なお、旅客施設を含まない移動等円滑

化促進地区の設定も可能です。 
 
② 生活関連施設及び生活関連経路についてバリアフリー化の促進が特に必要

な地区（課題要件） 

移動等円滑化促進地区は、その趣旨から、バリアフリー化を促進すべき地区

であることが求められます。基本方針では、高齢者、障害者等の移動や施設利

用の状況、土地利用や諸機能の集積の状況や、これらの将来の方向性の観点か

ら総合的に判断し、一体的なバリアフリー化の促進が特に必要な地区であるこ

とを求めています。 
 
③ バリアフリー化を促進することが、総合的な都市機能の増進を図る上で有効

かつ適切な地区（効果要件） 

都市機能としては、高齢者、障害者等に交流と社会参加の機会を提供する機

能、消費生活の場を提供する機能、勤労の場を提供する機能等があげられます。 
地区におけるバリアフリー化の促進が、このような様々な都市機能の増進を

図る上で有効かつ適切であると認められる地区であることが求められます。 
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１.３  ユニバーサルデザイン推進条例及び推進計画の概要 

 ユニバーサルデザイン推進条例 

世田谷区では、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサル

デザインに基づき、生活環境の整備を推進していくための基本的な事項を定めるこ

とにより、区民の社会的な自立及び社会参加の機会を確保し、もって安全で安心し

て快適に住み続けることのできる地域社会の実現を図ることを目的とするため、ユ

ニバーサルデザイン推進条例（以下、UD 推進条例という）を平成 19 年 4 月に施
行しました。 

UD推進条例では、公共的施設として、官公署の事務所等の公共施設、病院、劇
場、集会場、物品販売業又はサービス業を営む店舗、鉄道の駅、学校、道路、公園

その他の不特定又は多数の者が利用する施設を定め、整備基準への適合努力義務

（新設、改修時）、遵守基準への適合義務（新設、改修時）を課しています。 
 

 ユニバーサルデザイン推進計画 

世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例の理念を具現化するため、条例第７条に

基づき、生活環境の整備に関する目標、基本方針、施策・事業を定めた世田谷区ユ

ニバーサルデザイン推進計画（以降、UD 推進計画という）を平成 21 年 3 月に策
定しました。 
令和元年度より UD推進計画（第２期）の後期計画を進めており、ユニバーサル

デザインの普及・啓発、区立施設のユニバーサルデザインによる整備、改修等の機

会をとらえた学校施設の整備、鉄道駅におけるホームドア整備の促進、歩きやすい

歩道の整備、多様なニーズに対応した公園の整備などの施策・事業を実施していま

す。 
 

●UD 推進計画における事業推進上の課題 

UD推進計画では、施策・事業の具体的な推進に向けた枠組みがなく、公共的施
設の新設・改修時の機会を捉えた局所的・即地的な整備に留まっています。 

UD推進計画には、推進地区などの推進の枠組みは設けられていますが、施設や
経路を体系的に設定して、様々な施設設置管理者と一体的に促進する内容にはなっ

ていません。 
また、音響式信号機や横断歩道へのエスコートゾーンの設置などの交通安全に関

する施設が対象施設に含まれていないこと、公立小中学校における教育啓発に関す

る事項が含まれていないこと、心のバリアフリーの推進に関する事項が含まれてい

ないこと、などからバリアフリー法に基づく促進の考え方を加えていくことにより、

充実した UD推進が可能となります。 
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１.４  マスタープラン策定の目的と位置づけ 

 策定の目的 

UD 推進計画で世田谷区の UD 推進は一定程度の推進が図られているものの、
UD推進計画における事業推進上の課題に挙げたとおり、バリアフリー法に基づ
くマスタープラン制度を活用することで、より充実した UD推進を図る事が可能
となることから、バリアフリー法に基づき具体的に位置・区域を定めて地区を定

め、生活関連施設及び生活関連経路を設定し、具体的なバリアフリー化の促進に

向けた方針を定めます。 

また、マスタープラン制度では、全区的なバリアフリー化に向けた方針を定め

ることも可能としていることから、UD 推進計画の事業推進上の課題を踏まえ、

改正バリアフリー法の基本理念や、特定事業項目に沿った全区的な方針を定め、

UD 推進計画と一体となって更なる UD 推進を図っていくことを目的とします。 

《策定により期待される効果》 

UD推進計画と一体的に UD推進を図るマスタープランを策定することで、以
下の効果が期待されます。 

○地区を定めた具体的なバリアフリー化に向けた促進方針の検討と他地区への

展開 

バリアフリー法の促進地区の３つの選定要件から、区内で最も効果が高い地区

を促進地区として選定し、生活関連施設、生活関連経路を指定することで、個別

具体なバリアフリー上の課題を把握し、バリアフリー化の促進に関する事項を定

めることで、まちづくりなどの取組と一体となってバリアフリー化の促進が可能

となります。 
また、これらの取組を通じて、世田谷区の実情や特性に合わせた具体的な方針

を検討することで、他地区でもこれらをモデルとして展開が可能となります。 
 

○全区的なバリアフリー化の促進に向けた方針の設定によるボトムアップ 

促進地区以外の全区的な方針を設定することが可能であるため、UD推進条例
や UD 推進計画でカバーできていないバリアフリー化に向けた方針を具体的に

定めることにより、全区的なバリアフリー化、ユニバーサルデザインのボトムア

ップを図ることが可能となります。 
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 位置づけ 

世田谷区バリアフリーマスタープランは、全区的なバリアフリー化の促進に向

けた方針、及び促進地区における具体的な促進方針を示すもので、UD 推進計画と

一体となって UD 推進を図ります。 

このほか、障害者差別解消法等の関連法の考え方を反映するとともに、福祉や

交通、都市整備等に関する関連計画や施策と相互に連携を図ります。 

 

 

図 3 位置づけ 
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移動等円滑化促進方針の策定の考え方 

１.１  世田谷区の現状 

 世田谷区の概況等 

１） 人口、高齢者・障害者の状況 

 世田谷区の総人口は約 92万人、総世帯数は約 49万世帯であり、近年、増加

傾向となっています。 

 高齢者数（65歳以上）は約 186,000人で、高齢化率は約 20％であり、近

年、高齢化率は横ばいの傾向にありますが、高齢者数は増加しています。 

 身体障害者数は約 19,000人、知的障害者数は約 4,200人、精神障害者数は

約 6,700人、合計約３万人で、人口に対する障害者の割合は約３％となって

います。 

 

２） 公共交通の状況 

 世田谷区内に駅のある鉄軌道は、小田急小田原線（10駅）、京王線（７

駅）、京王井の頭線（５駅）、東急田園都市線（６駅）、東急大井町線（５

駅）、東急目黒線（１駅）、東急世田谷線（10駅）の７路線があり、合計

42駅（京王線と京王井の頭線の明大前駅、東急田園都市線と東急大井町線

の二子玉川駅は１駅とする）があり、主に東西方向の移動手段として利用さ

れています。 

 乗降客数の多い駅は、明大前駅（約 47万人/日）、二子玉川駅（約 26万人/

日）、下北沢駅（約 23万人/日）、三軒茶屋駅（約 14万人/日）となってい

ます。 

 世田谷区内の路線バス（コミュニティバスを含む）は、５事業者（東急バ

ス、小田急バス、京王バス、関東バス、都営バス）により運行されており、

主に南北方向の移動手段として、約 20万人/日に利用されています。 

 

３） 道路網 

 世田谷区内の道路は、都市計画道路とそれを補完する主要生活道路によりネ

ットワークが構成されています。環七通り、環八通り、甲州街道、玉川通り

といった都市の骨格を形成する幹線道路は整備済みですが、都市計画道路の

整備率は５割弱で、主要生活道路の整備率も４割弱と低く、主に区の西側地

域に道路のネットワークが不完全な地域が広がっています。 

 

４） 施設の分布状況 

 世田谷区の公共施設、福祉施設、保健・医療施設、商業施設、公園等の分布

状況をみると、区役所、総合支所、出張所などの官公署は、駅の徒歩圏（駅

から概ね１km圏）に立地していますが、そのほかの施設は分散しています。  

資料２ 

Takahashi138
フリーテキスト
資料６
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 策定の背景 

１） 上位計画・関連計画等 

① 主な上位計画 

 世田谷区基本構想（平成 25 年 12 月） 

「九つのビジョン」の１つに「より住みやすく歩いて楽しいまちにする」と

掲げており、「歩いて楽しいまちは、高齢者や障害者にとっても、生活しやす

いまちのことであり、歩ける範囲に商店街などの生活の拠点がある、もしな

い場合でも交通がそれをカバーするまちづくりが必要」としています。 

 

 世田谷区基本計画（平成 26 年 3 月） 

「都市づくり」の分野において、「住宅都市世田谷において、区民が安全で

快適に暮らしていくための都市環境の保全とデザイン構築が必要」としてお

り、分野別政策の「魅力ある街づくり」の具体的な取り組みの１つに「ユニ

バーサルデザインのまちづくり」を掲げ、「ユニバーサルデザイン推進計画

の着実な推進とともに、ユニバーサルデザインの施策・事業のスパイラルア

ップ（点検・評価・改善）を継続的に推進する」としています。 

 

 世田谷区都市整備方針（平成 27 年 4 月） 

「安全で快適な暮らしをともにつくる都市 世田谷」を将来都市像とし、「誰

もが快適に移動できるまち」や「活動と交流の場をもち、魅力を高めるまち」

という、まち（都市）の姿を目標に掲げ、道路、駅、公園等の都市施設やコミ

ュニティの場となる商店街を誰もが利用できるようユニバーサルデザインの

整備を進めることとしています。 

また、三軒茶屋、下北沢、二子玉川駅周辺地区などの、商業・文化・行政サ

ービスや区民生活の中心としての生活拠点においては、拠点へのアクセスを向

上させるため、ユニバーサルデザインによる道路・交通ネットワーク形成を図

り、また、歩行者や自転車利用者のため安全な空間を確保し回遊性を高めると

ともに、駅周辺整備を進めることとしています。 

 

 世田谷区交通まちづくり基本計画（令和２年４月） 

交通まちづくりの理念を「誰もが快適に安全・安心な移動ができる世田谷」

と定め、「誰もが移動しやすく、人々の交流を促進する交通環境の確保」という

方針のもとで、鉄道駅や歩行空間の整備においてユニバーサルデザインに基づ

く取り組みを推進することとしています。 

 

 世田谷区高齢者保健福祉計画（平成 30 年３月）、せたがやノーマライゼーシ

ョンプラン（令和３年３月） 

誰もが利用しやすい生活環境の整備を推進するため、公共施設等のユニバー

サルデザインによる整備やユニバーサルデザインの普及啓発を進めることと

しています。 
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② 主な関連計画等 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進計画（第 2 期）後期（平成 31 年 3 月） 

すべての区民が個人として尊重され、共に支えあいながら、将来にわたって

活力に満ちた世田谷をつくりあげていくことができるように、区と区民、事業

者及び関係団体が協働しながら、だれにとっても利用しやすい生活環境の整備

を推進していくための具体的な計画です。 

計画の期間は平成 27年度（2015年度）から平成 36年度（2024年度）までの

10年間の計画で、前期（2015～2018年度）、後期（2019～2022 年度）とし、2023

年度～2024年度を調整期間としています。 
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２） 移動等円滑化に関わる取組状況 

① ユニバーサルデザイン推進条例による取り組み 

 世田谷区では、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバ

ーサルデザインの考え方に基づき、年齢、性別、国籍、能力等にかかわら

ず、できるだけ多くの人が利用しやすい生活環境をつくりだしていくため、

平成 19年に「世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例」を制定しました。 

 世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例の理念を具現化するため、条例第７

条に基づき、生活環境の整備に関する目標、基本方針、施策・事業を定めた

世田谷区ユニバーサルデザイン推進計画（以降、UD推進計画という）を策

定しました。 

 令和元年度より UD推進計画（第２期）の後期計画を進めており、ユニバー

サルデザインの普及・啓発、区立施設のユニバーサルデザインによる整備、

改修等の機会をとらえた学校施設の整備、鉄道駅におけるホームドア整備の

促進、歩きやすい歩道の整備、多様にニーズに対応した公園の整備などの施

策・事業を実施しています。 

 

ア. ユニバーサルデザイン推進条例に基づく公共的施設の整備の取り組み 

 条例により不特定、又は多数の者が利用する施設で、特に生活環境の整備を

推進する必要がある建築物、道路、公園、駅などの公共交通施設等を新設又

は改修する際、事前の届出を義務づけ、指導・助言及び審査を行うことによ

り、区立の建築物だけでなく民間等の建築物も含めたユニバーサルデザイン

による整備を推進しています。 

 条例に定められた整備基準又は遵守基準に適合した建築物では、建築物の敷

地に接する歩道等から主要な出入口を経て利用居室等までの経路、受付・窓

口、エレベーター、トイレ等の設備について、高齢者・障害者等を含むすべ

ての人の円滑な利用に配慮した整備が行われています。 

 

イ. ユニバーサルデザイン推進計画に基づく区の取り組み 

 ユニバーサルデザインの普及啓発活動、ユニバーサルデザインライブラリの

活用、情報のユニバーサルデザインガイドラインの作成・普及、ユニバーサ

ルデザインによる区有施設の整備、多様な情報媒体の普及・活用の推進、職

員研修等を推進しています。 
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ウ. 公共交通事業者の取り組み 

a. 鉄道事業者（小田急、京王、東急） 

 世田谷区内にある全駅について、出入口から改札口を経てプラットホームま

でのバリアフリールートの確保、多機能トイレの設置、視覚障害者誘導用ブ

ロックの設置等のバリアフリー化は整備済みとなっています。 

 プラットホームにおける転落防止については、15駅でホームドアが整備済

みであり、それ以外の駅では、内方線付き点状ブロックが整備済みです。 

 ソフト面の取り組みとして、接遇・介助に関する社内研修の実施、声かけサ

ポート運動などの広報・啓発活動の実施などが行われています。 

 バリアフリーの取り組みの課題として、エレベーター増設のためのスペース

の確保や費用負担、エレベーターやホームドアの設置による維持管理費の増

加などが挙げられており、補助制度による財政支援、駅周辺地域との一体的

整備が必要とされています。 

表 1 区内の鉄道駅ホームドア整備状況 

路線名 駅名 今後の目標・予定 

小田急小田原線 
東北沢、下北沢、世田谷代

田、梅ヶ丘 

１日の利用者数が 10万人以

上の駅へ優先して設置 

京王線 ― １日の利用者数が 10万人以

上の駅へ優先して設置 京王井の頭線 ― 

東急田園都市線 
池尻大橋、三軒茶屋、駒沢大

学、桜新町、用賀、二子玉川 
― 

東急大井町線 
九品仏、尾山台、等々力、上

野毛 
― 

東急目黒線 奥沢 ８両化に伴う増設 

資料：各鉄道事業者のホームページ（令和３年２月現在） 
 

b. バス事業者（東急バス、小田急バス、京王バス、関東バス、都営バス） 

 世田谷区内の路線バスは、全てノンステップバスにより運行されています。 

 車椅子使用者の乗降介助や聴覚障害者に対する筆談対応など、乗務員による

接遇・介助が実施されており、そのための社内研修が実施されています。 

 バリアフリーの取り組みの課題として、停留所における歩道幅員の確保や、

上屋の整備、そのための地先や道路管理者との交渉・調整などが挙げられて

います。 
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c. タクシー事業者（世田谷区内に本社又は営業所のある事業者） 

 世田谷区内の一部のタクシー事業者では、ユニバーサルデザインタクシー車

両の導入が進められています。 

 車椅子使用者やベビーカー使用者の乗降介助や聴覚障害者に対する筆談対応

など、乗務員による接遇・介助が実施されており、そのための社内研修が実

施されています。 

 バリアフリーの取り組みの課題として、乗務員の確保、ユニバーサルデザイ

ンタクシー車両への更新費の負担などが挙げられています。 

 

エ. 道路管理者の取り組み（国土交通省、東京都、世田谷区） 

 道路のバリアフリー化のため、歩道の段差解消、歩車道の舗装更新、視覚障

害者誘導用ブロックの設置・改修などが実施されています。 

 ソフト面の取り組みとして、道路パトロールや放置自転車クリーンキャンペ

ーンなどが実施されています。 

 バリアフリーの取り組みの課題として、沿道建物等とのすり付けがうまく調

整できない、幅員の狭い道路が多いため必要な歩行者空間の確保ができな

い、財政的な制約により施工量が限定されるといったことが挙げられていま

す。 

 

② バリアフリー法による取り組み 

ア. 交通バリアフリー基本構想に基づく取り組み 

 三軒茶屋駅周辺地区を対象に、旧交通バリアフリー法に基づく交通バリアフ

リー基本構想が平成 17年度に策定しました。この構想では、三軒茶屋駅と

その周辺の道路について、交通バリアフリーの実現を図るため、鉄道事業者

や道路管理者等が平成 22年度までに取り組む事業を示しています。 

 主な事業の成果としては、田園都市線三軒茶屋駅構内におけるエレベーター

及び多機能トイレの設置、三軒茶屋交差点における横断歩道の新設、玉川通

りや世田谷通りにおける視覚障害者誘導用ブロックの整備・改修、茶沢通り

の歩道改修、横断歩道の音響信号機・エスコートゾーンの設置等が挙げられ

ます。 

 基本構想策定時において長期課題となっていた田園都市線三軒茶屋駅南口の

改札階から地上までのエレベーター設置については、令和元年６月に実現し

ました。 

 特定経路の整備により歩道のバリアフリー化を推進しました。 
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１.２  策定に向けた課題 

前段で整理した現状及び UD 推進計画による取組状況を踏まえ、マスタープラン

の策定に向けた課題を以下に示します。 

 UD 推進計画と一体的な施策推進のための方針を示す 

これまで UD推進条例及び UD推進計画での取り組みと一体的なバリアフリー化を

図るため、UD推進条例による新設・改修時における整備基準や遵守基準への適合義

務や適合努力義務を課す枠組みを活用しつつ、既存施設についても、バリアフリー

法の枠組みを活用し、道路や旅客施設などのバリアフリー化の促進を図る必要があ

ります。 

また、信号機や横断歩道へのエスコートゾーンの整備などの交通安全については、

UD推進条例による事業が位置づけられていないため、促進方針に位置づけ、補完し

ていく必要があります。 

これらの補完関係を明確にしつつ、UD 推進計画と一体となって UD 推進を図るマ

スタープランとする必要があります。 

 バリアフリー法の移動等円滑化促進地区の選定要件を踏まえ世田谷区として

最も効果的な地区を設定する 

これまで UD推進条例及び UD推進計画では推進地区の枠組みがありますが、面的・

一体的なバリアフリー化の促進を図るための具体的な仕組みがなく、施設の新設・

改修時を機会に実施していく局所的・即地的な取り組みとなっていました。 

これまでの推進地区の考え方に加え、バリアフリー法に基づく促進地区を設定す

ることで、事業者との連携・協力のもと一体的に推進する必要があります。 

促進地区設定にあたっては、バリアフリー法に基づく地区選定要件を踏まえ、区

のユニバーサルデザイン推進を図る上で、最も効果的な地区の選定が必要です。 

 バリアフリー法の枠組みを活用して、全区的なバリアフリー化促進のための

方針を示す 

公共交通では一定程度のバリアフリー化が完了していますが、ホームドアの整備

促進や役務の提供に関する取組など、さらなるバリアフリー化に向けた取組を推進

していく必要があります。 

また、道路では都市計画道路や主要生活道路の交通バリアフリーに関する方針の

設定が必要です。 

さらに、心のバリアフリーの推進、小中学校での教育啓発、最新の技術を含めた

情報のバリアフリー化など、全区的なバリアフリー化の促進に向けた方針を位置づ

けることが必要です。  
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１.３  促進地区の設定の考え方 

 バリアフリー法に基づく移動等円滑化促進地区設定にあたっては、世田谷区の

UD 推進の取組と一体となって、最も効果的・効率的に UD 推進を図れるエリア

を効果要件・配置要件・課題要件に基づき設定します。 

 効果要件：都市整備方針で拠点に指定されていること（都市機能の増進） 

 配置要件：生活関連施設相当の集積があること 

 課題要件：一体的なバリアフリー化を図る必要性があること 

 上記の選定要件に照らすと、都市整備方針で拠点に位置づけられており、生活

関連施設相当の集積が多く、UD推進地区として各種取り組みを行ってきた梅ヶ

丘駅周辺と、区役所の建て替えに伴う面的なバリアフリー化の必要性が高い区

役所周辺を包括するエリアを、今後のまちづくりにおける UD 推進の牽引役と

なり得るモデルとして『世田谷区役所周辺地区』を促進地区に指定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆移動等円滑化促進地区の設定による UD促進（具体的な促進） 

• 世田谷区役所の建替え事業、及び周辺環境整備事業等のまちづくりと一体となって、

ユニバーサルデザインの促進を図る。 

◆推進地区での UD推進（エリア別の推進） 

• 総合支所単位で、UD 推進条例に基づき交流・協働の場を通して、年度ごとの評価・点

検や他の事業の調整を推進する。 

◆区全域における UD 推進（ボトムアップ） 

• UD推進条例に基づき、区全域における UD推進を図る。 

• バリアフリー法に基づき、移動等円滑化促進方針として、全区的な方針（公共交通等

における UD 促進、心と情報のバリアフリーの促進等）を示す。 

図. UD の階層的な推進・促進のイメージ 
（縦軸が UD推進・促進のレベル） 

世田谷区役所周辺地区 

深沢１～４丁目周辺地区 
成城学園前駅周辺地区 

梅ヶ丘駅～豪徳寺駅・
山下駅周辺地区 

千歳烏山駅 
～芦花ホーム周辺地区 区役所周辺地区 
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検討の進め方について 

促進方針の策定にあたっては、策定協議会を中心に、下記の体制・スケジュールで

高齢者・障がい者等、施設設置管理者等をはじめ、広く市民の意見を収集する機会を

設けて検討を進めていきます。 

１.１  策定体制と役割・構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.２  検討の進め方（令和４～５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定協議会 

学識経験者・障がい者支援団体・ 

高齢者団体・子育て支援団体・ 

施設管理者・事業者・行政関係者等 

 
まち歩き 

ワークショップ 
 

多様な主体の参画による現地確

認・意見交換を行い、バリアフリ

ーに関する意識の共有を図る。 

区に在住の高齢者・障がい者等 

視察施設の管理者（現地協力） 

促進方針（案）を施設設置管理者

に周知し、意⾒を把握する。 

施設管理者・行政関係者 

資料３ 

促進方針に関する協議・調整や合

意形成を行う母体。法に基づいて

設置する。 

促進方針（案）を広く周知し、意

⾒を把握する。 

区民等全般  

パブリックコメント 

 

事業者等意見照会 

背景・位置づけ・検討の進め方等の検討 

促進方針（案）の検討 

４ 同地区内におけるバリアフリー化の促進

に関する基本方針 

３ 同地区内における生活関連施設及び生活

関連経路の検討 

２ 移動等円滑化促進地区の位置及び区域 

１ バリアフリー化の促進に関する目標や全

体方針 

５ 旅客施設の建設又は道路の新設等におけ

る行為の届出に関する事項 

６ バリアフリーマップ作成に必要となる情

報収集に関する事項 

第 1回策定協議会 

第２回策定協議会 

世田谷区移動等円滑化促進方針の策定 

第３回策定協議会 

パブリックコメント 
区民意見募集 

事業者等意見照会 

７ 心のバリアフリーやマナーの向上等のバリ

アフリー化の促進のために必要な事項 

R4.2頃 

R4.3頃 

R4.6 頃 

R4.10 頃 

本日 R3.11.26 

第４回策定協議会 

R4.11 頃 

Takahashi138
フリーテキスト
資料７
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１.３  まち歩きワークショップの実施イメージ 

移動等円滑化促進方針の検討に際し、経路や施設等のバリアフリーについて、よ

り具体的なイメージを持っていただけるよう、区民参加型のまち歩き・意見交換を

実施します。 

施設や経路の状況、課題等について、参加者同士で意見を出し合うことにより、

今後、促進方針を策定し、推進すべき内容について、意識を共有することを目的と

します。 

 開催概要 

日 程 
令和４年３月頃実施予定（平日午後 4時間程度） 

※ 雨天決行、ただし荒天の場合は延期（もしくは中止）。 

集合・意見交換場所 世田谷区役所（詳細未定） 

内 容 資料説明、現地視察、意見交換 

参加者 

２班構成（１班 10 名程度） 

・高齢者、障害者等 

・他、協議会構成員、付添者、施設設置管理者等 

 

■ 視察場所（想定：世田谷区役所～梅ヶ丘駅周辺） 

視察テーマに沿って、２班構成でまち歩きを行うことを想定しています。 

なお、対象施設については、既往調査結果等に基づき設定します。 

 

 視察のポイント 

３つのテーマを設定し、まち歩きワークショップを実施します。 

テーマ 視察のポイント 
視察経路・施設等 

（想定） 

鉄道駅周辺の 

バリアフリー 

・駅の整備における配慮 

・駅前広場での配慮 等 
・梅ヶ丘駅 

道路の 

バリアフリー 

・歩道整備での配慮 

・歩道設置困難な道路での配慮 

・バス停留所の整備における配慮 

・誘導用ブロックの連続性 等 

・歩行者ネットワーク

を構成する路線 

建築物の 

バリアフリー 

・多くの人が利用する施設の整備での配慮 

・上下移動（エレベーター・階段）、トイレ、駐

車場等での配慮 

・窓口での配慮や人的対応、サービスでの配慮 

・行政施設 

・商業施設 

・病院  等 

※立ち入り施設については、今後、施設設置管理者等と調整をして決定していきます。 
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 想定プログラム 

項目 時間 内容 

1.開会・説明 （15 分） 

○開会挨拶 

○区の UD推進の取組紹介 

○本日の目的及び進め方の説明 

2.現地確認 

（10 分） 

～班ごとの進行へ～ 
○参加者自己紹介 

○班ごとのテーマ、現地視察ルートの確認 

○現地視察の出発準備 

（120 分） ○現地視察 ※移送時間も含む 

（休憩） （15 分）  

3.意見交換 （60 分） 
○視察のポイントに沿った意見交換 

○バリアフリー全般の課題に関する意見交換 

４.閉会 （20 分） 

○意見交換内容の共有 

○総括 

○閉会挨拶 

 


